





（ ［ ］ ）、 アメリカのリサーチパーク政策の中
で、州の関係者が事業計画を立て、推進した最初の成功事例 （宮田［ ］ ページ）
という位置づけである。第 に、全米でシリコンバレーを模倣しようとする気運は 年
代や 年代以降に幾度か盛り上がった。だが、リサーチ トライアングル・パークはそう
したブーム以前に計画され、 年に設立されている（図 ））。第 に、それがアメリ













サーチ トライアングル、シリコンバレーをあげている（ ［ ］ ）。クルーグマンはハイテ
ク・クラスターとして、シリコンバレー、 号線沿線、リサーチ トライアングルをあげている
（ ［ ］ ）。ただし、シリコンバレーや 号線沿線とは、地区名であり、空間的
に限定できない。
）全米でもっとも古いパークは、 年設立のスタンフォードリサーチ・パークである。 は 番
目に古い（ ［ ］ ）。また、 年にパークが存在した地域 のうち、 は 年以降に








































































た。そして、 年に公式に と改称した。 年、米国科学研究学会であるシグ
マ・カイ、および国立統計科学研究所（ ）、 年、バロー・ウェルカム ファンド
が入居した。
パークへの入居組織数は 年 社、 年 社と、 年の間、入居が少ない
停滞の時期が続いた。だが、 年以降、増加した。入居組織の従業者数は 年




パークである。 （基盤機構）は、 の非営利組織であり、 に対する地方
政府からの補助金はない。ただし、州政府の計らいで、財産税を郡政府に支払うことだけ
に限定された（ ［ ］ ）。年間収入は 億ドルに達する。
） ［ ］ 設立経緯に関する詳細は宮田［ ］［ ］を参照。






年 月現在の の入居企業・組織数は であり、うちベンチャー企業が 社
で、全体の ％の会社はインキュベーターや創業支援施設にいる。 人以上のハイテ
ク従業者がいる。雇用者数が多い事業所を例示すると、 は 人以上、シスコシス
テムズ 人、グラクソ・スミス・クライン 人、 インターナショナル 人、
フィデリティ証券 人、米国環境保護庁 人などである。その他、 人規模
の事業所は 、バイオジェン、レノボ、米国・国立環境健康科学研究所など、であ
る ）。
年 月現在の入居組織の規模別構成は、 人が ％、 人が ％、
人が ％、 人が ％、 人以上が ％である。規模が大きい一部企業の従業者
数で全従業者数の大きな比率を占めている。また、入居組織の業種別構成数比率は、バイ
オ技術 ライフサイエンス ％、情報技術（ ） ％、対事業所・専門的サービス ％、
ファウンデーション・研究所・科学団体 ％、器具・素材 ％、サービス事業者（銀行、信







ノースカロライナ州の人口は、 年で 万人と全米で 番目の規模、 年では
万人と同 番目の規模である。他州からの移入が続いている。また、 年の従業者
数は全米州で 番目であり、 年の民間労働力および従業者数は全米で 位の規模であ
る ）。だが、 年代、ノースカロライナ州には低賃金労働力は豊富にあったが、経済




年から 年に、製造業の従業者数は衣服で ％、繊維で ％、家具で ％、減少し



































































































































































































































































































































































































































































表 のとおり、 年から 年における農業を除く産業別従業者数構成比率の推移を
見ると、ノースカロライナ州全体として、サービス業 ％、製造業と小売業が各 ％、政
府部門 ％と、 部門で ％を越える。業種別に見ると、建設業は ％から ％へと上
昇した。製造業は ％から ％へと半減したが、家具、たばこ、繊維、衣服などの比
率が減少した。とくに繊維は ％から ％へと大きく低下した。他方、小売業（含・




産業分類基準が （標準産業分類）から （北米産業分類）に変わった 年
から 年について、業種別に見ると、建設業は ％から ％へと減少した。製造業は
％から ％へと半減し、とくに繊維産業は ％から ％へとさらに縮減した。ま
た、小売業は ％から ％と推移し、サービス業は項目が細分化され、専門的 科学
技術サービス業が ％から ％、管理・支援 廃棄物 補修サービス業が ％から
％、ヘルスケア 社会支援サービス業が ％から ％となった。飲食店は小売業か
ら分離され 宿泊、飲食、接待 サービス業になったが、サービス業を合計してみると、
％から ％へと拡大している。最後に、政府部門比率はやや減少したが、そのうち
連邦政府分 ％、国防・軍事関連分 ％は変わらず、州・地方政府分は ％から
％へとやや拡大した。全体として、 年では、政府部門 ％、小売業とヘルスケア















































準にとどまる。ノースカロライナ州の 人当たり所得水準は、 年に全米 州および首
都（ ）の中の 番目であった。それは 年 番目、 年 番
目、 年 番目、 年 番目、 年 番目、 年 番目、 年 番目、 年









る（ 郡はダーラム に、 郡




） （ ）の州別 人当たり所得水準統計から筆者が分析した。
）米国商務省経済分析局（ ）が定義する 統計も、統計対象地域（定義）は時々変化する。ま
た、 （基盤機構）が 地区というとき、本文の つの郡に の
郡が加わる。なお、 ［ ］が分析したローリー・ダーラム・チャペル
ヒル経済領域は本文の 地域以外に の郡が加わる。
） （ダーラム、オレンジ、ウェイク郡）地域では、 年に人口 万人、従業者 万人だった
が、 年では人口 万人、従業者 万人となった（ ［ ］ ）。
、郡、市の指標を見ることが必要かもしれない。
職種 時給と失業率
地域組織の報告書によると、 年から 年に、リサーチ トライアングル地域
の雇用は ％増加し、賃金は ％上昇した ）。
表 で、リサーチ トライアングル地域の一部であるダーラム・チャペルヒル の
リサーチ トライアングル・パークの構築と含意













































































と、 年では、ダーラム郡 ％、ウェイク郡 ％となる ）。
．市レベルでの比較






































































表 周辺の郡別所得・富裕・貧困状況の推移 単位 ドル、％





























































あったという（ ［ ］ ）。結果を見ると、誘致は大成功したといえる。
雇用機会については、 年の状況として、 入居企業の専門職の 分の がリサー































税収額は 万ドルとなる（ ［ ］ ）。さらに、 年、 従業者
の平均所得は ドルで、州の平均所得 ドルや 地区の平均所得 ドルよ
りかなり高い（ ［ ］ ）。
一方、 地域の生命科学産業の経済効果（ 年）について、直接の雇用者数は
万人（うち医薬品 万人、研究 検査 万人）、（同産業の州平均所得 ドルから）賃
金総額は 億ドルであり、財 サービスの供給など間接および誘発された雇用者数は
万人、（同産業の州平均所得 ドルから）賃金総額は 億ドルである。両者を合






政府を除くとなかった（ ［ ］ ）。 頭脳流出、とくに若者の州外
移転を止めること がノースカロライナ州の課題であった（ ［ ］ ）。一定数
の雇用先が形成されたことは大学にとり意味は大きい ）。高度技術を有する企業が多数立
地すると、支援サービス事業者も増加する。職業的能力を持つ労働力を育成する大学以外











年における の経済効果は、団地で働く人の 万ドル以上の支出、 万ド
ル以上の消費税を生み、団地周辺の不動産価値は約 億ドルで、 万ドル以上の財産税
を生んだことであり、別の効果として、 の存在のゆえに、州のイメージが飛躍的に



















いる（ ［ ］ ）。同様に、ルガーとゴールドシュタイン











期であれば、成功したかどうかはわからなかった（ ［ ］ ）。一





また、 は 事業的成功と認められるのに 年を要した という見解がある
（ ［ ］ ）。これと同様に、スタンフォード工業団地の利用推進
アイデアを出したターマン教授の最初の働きかけ（ヒューレットとパッカードに対する）
から大量の仕事がシリコンバレーに創出されるまでに 年の時間を要したという見解






大半だと指摘する（ ［ ］ ）。
また、地元に本社を置く企業の比率は、 年頃、 では ％、スタンフォード
研究団地では ％、ユタ大学研究団地では ％であり、 は研究開発活動の分
所・分工場の性格が強かった（ ［ ］ ）。ちなみに、 年に、
入居企業・機関・組織が に本社を置く（本拠地とする）比率は ％、ノースカ
































州内各地区の比較 単位 ％ 周辺での比較 単位 ％
出所） から筆者作成。
）ホールは、スタンフォード大学の近隣に新興企業を収容する特殊な型の工業団地を創設するよう、
ターマン教授が大学を説得したという（ ［ ］ ）。注 も参照。
）大学関係研究パーク連盟（ ）には 年、 パークが加盟していたが、パークの定義は多様
で、不動産開発、技術移転のための組織的な事業活動、学術機関・（連邦と地方の）政府・民間部門の
































動）を容認した。その他、 との折衝の中で、州際道路 号線（ ）の 市ま
での拡幅延伸確保、安価な土地と物流機能の良さが決め手となったという（
































































































に関わるサービスもなかった（ ［ ］ ）。
ちなみに、 年における全米の中で南東部に対するベンチャーキャピタルの投








工学博士が中心だったが、 年以降、それは全体の半数以下となった。 ［ ］ ）。ま
たは、スタンフォード大学とカリフォルニア大学バークレー校では 年以降、電子工学の博士学位取
得者を毎年、 の 倍から数倍に増加させつつ輩出した（ ［ ］ ）。
）ノースカロライナ州立大学ローリー校工学部（ ）はバイオ製造訓練教育センター
（ ）を設け、バイオ系企業の開発・製造工程での研究や検査の業務能力をもつ人材の教育 訓練



















ば、団地入居企業の利点となる（ ［ ］ ））。
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